
１　予算案の概要
                   

    補正額は、

　△　７４億７，６４６万３千円

　　　４６億８，０８９万４千円

　　　　　　　　３４０万円

  です。

    この結果、一般会計の予算の規模は、７，１１８億８，５６２万４千円となります。

  　今回の補正予算による一般会計の歳入財源は、

　　　４５億２，０００万円

　　　１６億２，０３１万７千円

　　　４２億５，９９２万９千円

　　  ９５億７，６５７万６千円

　△　５３億８，５３９万４千円

　△１６８億９，３８５万９千円

　△　５３億　　２７６万３千円

　　　　１億２，８７３万１千円

　です。

　　なお、今回の補正予算の主な内容は、次のとおりです。

そ の 他

一 般 会 計

令和７年２月県議会定例会提出議案（令和６年度補正分）の概要

    今回の補正は、国の令和６年度補正予算（第１号）に係るもの及びその他必要とする経費

県 債

  について、措置するものです。

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

県 税

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

地 方 交 付 税

繰 入 金

国 庫 支 出 金
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（単位：千円）

議 会 費 1,201,199 △ 60,876 1,140,323 

総 務 費 70,909,479 14,676,117 85,585,596 

民 生 費 101,401,224 △ 540,797 100,860,427 

衛 生 費 29,719,114 △ 1,496,998 28,222,116 

労 働 費 1,818,933 △ 304,503 1,514,430 

農 林 水 産 業 費 63,983,959 △ 4,077,661 59,906,298 

商 工 費 47,564,137 △ 45,082 47,519,055 

土 木 費 100,470,140 △ 10,675,578 89,794,562 

警 察 費 30,691,516 △ 1,376,487 29,315,029 

教 育 費 127,665,492 △ 5,464,431 122,201,061 

災 害 復 旧 費 18,388,624 271,220 18,659,844 

公 債 費 72,755,692 △ 1,046,682 71,709,010 

諸 支 出 金 52,692,578 2,665,295 55,357,873 

一 般 会 計 合 計 719,362,087 △ 7,476,463 711,885,624 

一　般　会　計　歳　出  一　覧

款 別 補正前の額 今回補正額 計
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（単位：千円）

開 発 事 業 特 別 資 金 20,033 15,332 35,365 

公 債 管 理 74,389,034 △ 1,008,509 73,380,525 

国 民 健 康 保 険 111,259,421 5,903,921 117,163,342 

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 286,649 8,456 295,105 

山 林 基 本 財 産 140,976 △ 13,858 127,118 

拡 大 造 林 事 業 200,661 △ 46,665 153,996 

林 業 改 善 資 金 914,533 4,302 918,835 

小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金

285,895 △ 9,095 276,800 

えびの高原スポーツレクリ
エ ー シ ョ ン 施 設

61,955 △ 1,089 60,866 

県 営 国 民 宿 舎 131,622 △ 8,190 123,432 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 235,903 △ 39,019 196,884 

公 共 用 地 取 得 事 業 847,072 △ 124,078 722,994 

港 湾 整 備 事 業 1,407,087 △ 119,692 1,287,395 

県 立 学 校 実 習 事 業 231,079 12,592 243,671 

育 英 資 金 4,994,124 106,486 5,100,610 

特 別 会 計 合 計 195,406,044 4,680,894 200,086,938 

特　別　会　計　歳　出  一　覧

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
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（単位：千円）

地 域 振 興 事 業 49,996 3,400 53,396 

公 営 企 業 会 計 合 計 70,050,679 3,400 70,054,079 

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計

公　営　企　業　会　計　歳　出  一　覧
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○　補助公共・交付金事業 （単位：千円）

事 業 名 補正前の額 今回補正額 計

道 路 事 業 38,067,479 △ 6,432,010 31,635,469

河 川 事 業 9,867,908 △ 2,724,979 7,142,929

砂 防 事 業 7,257,005 △ 373,667 6,883,338

ダ ム 事 業 2,785,000 △ 600,527 2,184,473

港 湾 事 業 2,815,350 △ 607,500 2,207,850

住 宅 事 業 779,296 △ 187,817 591,479

街 路 事 業 2,345,834 △ 300,900 2,044,934

都 市 計 画 事 業 1,583,259 △ 252,000 1,331,259

土 地 改 良 事 業 10,934,370 △ 1,602,559 9,331,811

農 村 総 合 整 備 事 業 1,325,896 △ 173,746 1,152,150

畜 産 基 盤 事 業 399,162 △ 40,750 358,412

漁 港 事 業 2,213,277 △ 62,177 2,151,100

造 林 事 業 4,724,832 △ 811,074 3,913,758

林 道 事 業 2,431,444 △ 359,907 2,071,537

治 山 事 業 4,764,451 △ 702,500 4,061,951

自 然 公 園 事 業 341,892 △ 148,257 193,635

盛 土 防 災 事 業 91,200 △ 2,000 89,200

合 計 93,112,455 △ 15,382,370 77,730,085
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○　県単公共事業 （単位：千円）

林 道 事 業 138,681 △ 36,691 101,990

自 然 公 園 1,350 △ 1,350 0

合 計 19,399,975 △ 38,041 19,361,934

○　直轄事業負担金 （単位：千円）

道 路 事 業 1,969,213 56,739 2,025,952

河 川 事 業 745,115 501,674 1,246,789

砂 防 事 業 244,766 24,733 269,499

港 湾 事 業 602,700 235,200 837,900

空 港 事 業 415,730 △ 286,412 129,318

高 速 道 路 事 業 2,521,667 1,199,600 3,721,267

土 地 改 良 事 業 1,487,733 △ 85,382 1,402,351

災 害 復 旧 事 業 50,000 526,577 576,577

合 計 8,066,457 2,172,729 10,239,186

事 業 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計

事 業 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
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○　災害復旧事業 （単位：千円）

土 木 災 害 9,306,085 2,094,618 11,400,703

港 湾 災 害 747,410 △ 645,490 101,920

都 市 災 害 17,000 △ 17,000 0

耕 地 災 害 2,959,091 △ 949,813 2,009,278

漁 港 災 害 664,670 △ 295,737 368,933

水 産 災 害 68,594 △ 55,483 13,111

林 道 災 害 3,864,312 △ 830 3,863,482

治 山 災 害 443,062 △ 347,747 95,315

文 教 施 設 災 害 92,700 △ 37,875 54,825

合 計 18,338,624 △ 255,357 18,083,267

公 共 計 138,917,511 △ 13,503,039 125,414,472

事 業 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
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令和６年度２月補正予算案の概要（主な事業）

○ 国の経済対策（補正予算第１号）を踏まえ、物価高対策や「地方創生2.0」に関連する予算を２月補正で

措置し、令和７年度当初予算と一体的に展開

※国補正に伴う国土強靱化対策（公共事業）については、先行して11月補正で予算化
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令和６年度２月補正予算案の概要（主な事業）
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２ 特別議案の概要  
 
【条例５件】  

○ 議案第88号 宮崎県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例（税務課）  

 産業廃棄物税の導入効果の検証結果を踏まえ、課税を更に５年間継続するため、関係
規定の改正を行うものである。  
 

○ 議案第89号 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の 

種別割の徴収の特例に関する条例の一部を改正する条例（税務課） 

  日米地位協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する法律の改正に伴い、米軍構
成員等の所有する自動車に対する自動車税種別割の徴収方法等について改正を行うも
のである。  

 
○ 議案第90号 特定目的基金の終期を設定することに伴う関係条例の整備に関する条 

例（財政課） 

 基金の設置目的や今後の活用方針等を踏まえ、一部の特定目的基金に終期を設定する
ため、関係条例の整備を行うものである。  
 

○ 議案第91号 宮崎県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の 
        一部を改正する条例（こども政策課） 

 幼保連携型認定こども園の職員配置等に関する国の基準の改正に伴い、関係規定の改
正を行うものである。  
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○ 議案第92号 建築基準法施行条例の一部を改正する条例（建築住宅課） 

 準都市計画区域内の建築物の敷地等と道路との関係について、都市計画区域内と同様
の制限を附加するため、関係規定の改正を行うものである。  
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【条例以外１４件】  

○ 議案第93号 工事請負契約の締結について（道路建設課）  

 地域連携道路事業国道４４７号真幸工区真幸トンネル工事（２工区）の請負契約の
締結について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により、議会の
議決に付するものである。  

  契約の目的  地域連携道路事業国道４４７号真幸工区真幸トンネル工事（２工区）  
契約の金額 ７，１０６，８４４，５３６円  

  契約の相手方 前田・坂下・工藤特定建設工事共同企業体  
 
○ 議案第94号 工事請負契約の締結について（河川課）  

 ダムメンテナンス事業松尾ダム左岸小門開閉装置更新工事の請負契約の締結につい
て、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付す
るものである。  

  契約の目的  ダムメンテナンス事業松尾ダム左岸小門開閉装置更新工事 
  契約の金額 ４８１，２４１，８６０円  
  契約の相手方 豊国工業株式会社  
 
○ 議案第95号 工事請負契約の締結について（農村整備課）  

 令和６年度湛水防除事業大渕地区１工区の請負契約の締結について、議会の議決に
付すべき契約に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付するものである。  

  契約の目的  令和６年度湛水防除事業大渕地区１工区 
  契約の金額 ７１５，０００，０００円  
  契約の相手方 株式会社酉島製作所 九州支店  
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○ 議案第 96 号 工事請負契約の変更について（道路保全課）  

 ４年発生道路災害復旧事業国道３２７号野地工区道路災害復旧工事（その１）の請
負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定によ
り、議会の議決に付するものである。  

          （変更前）          （変更後）  
  契約金額 ６７０，８６６，９９６円   ７６２，２６３，２８４円  
 
○ 議案第97号 工事請負契約の変更について（道路建設課）  

  防災・安全社会資本整備交付金事業国道４４８号石波工区（仮称）石波トンネル工
事（２工区）の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第
２条の規定により、議会の議決に付するものである。  

           （変更前）            （変更後）  
  契約金額 ６，２７９，３５９，０１６円   ６，３６４，８３２，３２７円  
 
○ 議案第98号 工事請負契約の変更について（道路建設課）  

  社会資本整備総合交付金事業主要地方道竹田五ヶ瀬線波帰之瀬工区（仮称）波帰之
瀬橋橋梁下部工（Ｐ２）工事の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約
に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付するものである。  

           （変更前）            （変更後）  
  契約金額 １，１５８，３００，０００円   １，２１４，７６４，４８０円  
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○ 議案第99号 工事請負契約の変更について（道路建設課）  

  道路メンテナンス事業主要地方道高城山田線王子橋工区（仮称）王子橋上部工工事
の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定に
より、議会の議決に付するものである。  

           （変更前）            （変更後）  
  契約金額 １，６７６，０３７，０２０円   １，８３２，３４６，７５７円  
 
○ 議案第100号 工事請負契約の変更について（施設調整課）  

  新宮崎県体育館建設主体工事の請負契約の変更について、議会の議決に付すべき契
約に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付するものである。  

           （変更前）            （変更後）  
  契約金額 ６，７８９，４８９，５２１円   ６，９４２，０９１，４９８円  
  契約期間 契約発効の日から令和７年１２月２９日まで    契約発効の日から令和８年３月２９日まで  
 
○ 議案第101号 工事請負契約の変更について（スポーツ振興課） 

  ひなた宮崎県総合運動公園自転車競技場走路舗装工事の請負契約の変更について、
議会の議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付するも
のである。  

             （変更前）            （変更後）  
  契約金額 ４ ０ ７ ， ５ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円   ５ ６ １ ， ４ ３ １ ， ３ ７ ８ 円 
  契約期間 令和６年３月２７日から令和７年３月２５日まで    令和６年３月２７日から令和７年１０月３１日まで 
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○ 議案第102号 財産の取得について（財産総合管理課） 

  宮崎県東京ビルの県施設部分の取得について、財産に関する条例第２条の規定によ
り、議会の議決に付するものである。  

  取得価格 ２，６０３，８０６，７６２円  
 
○ 議案第103号 訴えの提起について（こども家庭課）  

  母子福祉資金貸付金に係る貸金返還請求の訴えを提起することについて、地方自治
法第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決に付するものである。   

 
○ 議案第104号 損害賠償額の決定について（道路保全課）  

  国富町において発生した県管理道路における倒木事故に関し、損害賠償の額を定め
ることについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、議会の議決に付
するものである。 

  損害賠償の額 ９，４６８，８７３円  
 
○ 議案第105号 林道事業執行に伴う市町村負担金徴収について（森林経営課）  

  令和６年度林業事業に要する経費に充てるため、市町村負担金を徴収することにつ
いて、地方財政法第２７条第２項の規定により、議会の議決に付するものである。   

 
○ 議案第106号 一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意について（道路建設課）  

  宮崎県道路公社の行う一ツ葉有料道路の事業内容の一部変更に係る同意について、
道路整備特別措置法第１６条第２項の規定により、議会の議決に付するものである。   
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【報告１件】  

○ 損害賠償額を定めたことについて  

  地方自治法第１８０条第２項の規定による損害賠償額を定めたことについての報告  
  ２２件 ５，１９３，４１１円 




